
令和 3 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,244 円

3,302 円

3,455 円

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

5人槽又は6人槽　　　　3,300円
7人槽又は9人槽まで 　4,070円
10人槽　　　　　　　　　　5,170円　　　　１月当たり定額制

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

使用料は、浄化槽の大きさ（人槽）で決定。
維持管理費用により算定。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

上記の使用料体系のため、使用した
水量（㎥）に関わらず、浄化槽の規格
によって使用料が決まる。

実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成29年度

平成30年度

令和元年度

処 理 区 数 １区（下水道全体計画区域を除いた市内全域）

処 理 場 数 合併処理浄化槽　１１６基（令和元年度末）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

実績なし

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

5人槽又は6人槽　　　　3,300円
7人槽又は9人槽まで 　4,070円
10人槽　　　　　　　　　　5,170円　　　　１月当たり定額制

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

平成27年度
（6年目）

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

非適用

処 理 区 域 内 人 口 密 度 0.37人／ha
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
無

和泉市下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 和泉市

事 業 名 ： 特定地域生活排水処理事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

平成２５年以降本市の人口は緩やかに減少しており、和泉市人口ビジョンによると今後もその傾向が続くと想定されており、処理区域内人口
も同様に緩やかに減少すると予測される。

令和元年度末　1,232人

有収水量の予測

令和元年度末で１１６基の合併処理浄化槽を管理している。令和２年度から令和６年度まで年間３基づつ増設し、令和６年度末以降は１３１
基の合併処理浄化槽を管理する想定での予測は以下の通り。
令和３年度　　　　　33,470㎥
令和４年度　　　　　34,350㎥
令和５年度　　　　　35,230㎥
令和６年度　　　　　36,110㎥
令和７年度以降　　36,990㎥

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）
*4

―

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）
*5

―

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

別紙「経営比較分析表」のとおり。

処理区域内人口の予測

職 員 数 ３名（他事業と兼任）

事 業 運 営 組 織
下水道整備課　浄化槽係・整備係・計画係・維持管理係　計職員１６名
特定地域生活排水処理事業については、管理職１名及び浄化槽係２名が他事業と兼任しながら、設置と維
持管理を担当。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

浄化槽清掃業務を民間委託している。

 イ　指定管理者制度 ―

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ ＰＦＩ方式により浄化槽設置業務及び維持管理業務を実施している。



（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

組織の見通し

事業規模や業務内容を常に把握し、企業会計移行に備えた組織形態や職員数と業務量との整合性と、適正な定員管理を図っていく。
また、慣例に囚われず業務内容や手法を見直し、組織の効率化と経費節減を図る。

平成２７年４月より、生活排水の適正な処理を促進し、住民の生活環境の向上及び公共用水域の水質保全に資することを目的として、下水
道全体計画区域を除いた市内全域において市が主体となって合併処理浄化槽（以下「浄化槽」という。）の設置及び維持管理を行ってい
る。
事業開始から５年が経過し、対象地区の浄化槽新規設置件数は減少傾向にあり、今後は維持管理業務が主体となる。寄附浄化槽の中に
は設置から30年近く経過している浄化槽もあり、そのため数年後に更新業務等が発生し、現在より経営状況が厳しくなることが想定される。
そのため事業の経営状況をより正しくとらえた上で、経営の効率化・健全化を図るために令和４年度に地方公営企業法を適用し、公営企業
会計に移行する。

・浄化槽の適切な管理
　浄化槽法に基づき、浄化槽の適正な管理（維持管理・清掃）を行う。また、法定検査において不適正が無いよう、日々の管理に努める。

・使用料収入の収納率維持
　現在浄化槽使用料の収納率は１００％の収納率となっているため、今後も継続できるよう対応する。

・効率的な事業運営
　これまでと同様に民間活力を活用するとともに、業務の効率化とコスト削減に積極的に取り組む。

使用料収入の見通し

令和元年度末で１１６基の合併処理浄化槽を管理している。令和２年度から令和６年度まで年間３基づつ増設し、令和６年度末以降は１３１
基の合併処理浄化槽を管理する想定での予測は以下の通り。
令和３年度　　　　　5,615千円
令和４年度　　　　　5,851千円
令和５年度　　　　　6,002千円
令和６年度　　　　　6,152千円
令和７年度以降　　6,227千円

施設の見通し

令和元年度末で１１６基の合併処理浄化槽を管理している。令和２年度から令和６年度まで年間３基づつ増設し、令和６年度末以降は１３１
基の合併処理浄化槽を管理する。
令和３年度末　　　　122基
令和４年度末　　　　125基
令和５年度末　　　　128基
令和６年度末以降　131基



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

【収益的収支】
特定地域生活排水処理事業における主な収益的収入は、営業収益の使用料収入と営業収益の一般会計繰入金となる。
そのうち使用料収入については浄化槽の大きさ（人槽）で決定されるため定額制となっており、使用水量の増減は影響しないが、設置住宅
が空き家となった場合など、施設が使用されなくなると減収になる。今回の計画期間内では現状のまま施設が使用されるものとし、減収を見
込んでいない。
一般会計繰入金については、独立採算を原則とする公営企業にあって本来、使用料で賄うべき経費（使用料対象経費）は全て使用料収入
と繰出基準に基づく一般会計からの繰入金（基準内繰入金）で賄う必要がある。しかしながら、下水道全体計画区域外で実施されるという事
業の特性上利用者数は限られるため事業運営に必要な使用料収入を得られておらず、やむをえず一般会計からの繰入金（基準外繰入）を
受け入れている。

【資本的収支】
特定地域生活排水処理事業における主な資本的支出は建設改良費（浄化槽設置工事費・会計システム改修費※）と地方債償還金となる。
建設改良費（浄化槽設置工事費）の財源として、国庫補助金・府補助金・地方債・受益者分担金を想定している。
地方債償還金の財源として、内部留保がないため基準外繰入金を想定している。
※建設改良費（会計システム改修費）の財源として、地方債を想定している。公営企業会計移行に伴う経費であり、令和３年度のみ発生し、
金額は2,800千円となる。

【地方債】
平成29年度借入の地方債（借入期間10年間）を令和10年度に借換する（16,482千円）必要があるため、令和10年度の地方債収入及び地
方債償還金が増加する。

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

・投資の目標に関する事項
令和６年度まで合併処理浄化槽を毎年度３基づつ設置する。公共浄化槽等整備推進事業を活用し、国庫補助金・府補助金・地方債・受益
者分担金を財源とする。

・管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
令和７年度以降は老朽化した合併処理浄化槽の更新を毎年度２基づつ行う。公共浄化槽等整備推進事業を活用し、国庫補助金・府補助
金・地方債を財源とする。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

修繕費に関する事項
ブロワ等の消耗品等への対応も含め、日々の維持管理が重要であるため、受注業者と
協力し、不具合等の早期発見・迅速対応できるよう、財源確保に努める。

委託費に関する事項
現在浄化槽清掃業務の民間委託を競争入札により実施している。今後も安定した事業
運営を実施しつつ、可能な限り安価で業務委託を実施するよう努める。

その他の取組
浄化槽の維持管理や清掃、法定検査等、浄化槽法で定められている作業について適切
に実施する。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

令和４年度に特定地域生活排水処理事業の地方公営企業法適用を予定しているため、法適用後
に経営戦略の改定を行うとともに、適宜事後検証や更新を行う。

その他の取組 ―

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

現在ＰＦＩ方式により浄化槽設置業務及び維持管理業務を実施している。
今後も、民間活力の更なる活用について常にその可能性を検討し、効率的な事業運営
を行う。

職員給与費に関する事項

令和２年度現在、特定地域生活排水処理事業から人件費を支出している職員数は３名
となっており、計画期間内を通じて増員・減員の予定はない。よって、毎年度の支出額
を、令和２年度予算額と同額で見込んでいる。サービスの向上、業務量及び人件費のバ
ランスを考慮しながら、定員適正化に努める。

動力費に関する事項 ―

薬品費に関する事項 ―

投資の平準化に関する事項
令和６年度まで毎年度合併処理浄化槽を３基づつ設置する。令和７年度以降は老朽化
した合併処理浄化槽の更新を毎年度２基づつ行う。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

現在ＰＦＩ方式により浄化槽設置業務を実施している。
今後も、民間活力の更なる活用について常にその可能性を検討し、効率的な事業運営
を行う。

その他の取組 ―

使用料の見直しに関する事項 公共下水道事業の料金水準も考慮して、適切な水準となるよう検討する。

資産活用による収入増加
の取組について

―

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

広域化・共同化・最適化に関する事項
特定地域生活排水処理事業は合併処理浄化槽による生活排水の個別処理を行う事業
であるため、広域化・共同化は想定していない。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 31,853 34,857 35,672 36,467 36,786 37,106 37,382 37,420 37,455 37,541 37,620 37,637

（１） (B) 5,314 5,487 5,615 5,851 6,002 6,152 6,227 6,227 6,227 6,227 6,227 6,227

ア 5,314 5,487 5,615 5,851 6,002 6,152 6,227 6,227 6,227 6,227 6,227 6,227

イ (C)

ウ

（２） 26,539 29,370 30,057 30,616 30,784 30,954 31,155 31,193 31,228 31,314 31,393 31,410

ア 26,306 29,170 29,857 30,416 30,584 30,754 30,955 30,993 31,028 31,114 31,193 31,210

イ 233 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200

２ (D) 31,853 34,857 35,672 36,467 36,786 37,106 37,382 37,420 37,455 37,541 37,620 37,637

（１） 31,726 34,715 35,470 36,189 36,460 36,732 36,962 36,972 36,983 36,993 37,003 37,013

ア 24,520 25,104 24,473 24,473 24,473 24,473 24,473 24,473 24,473 24,473 24,473 24,473

イ 7,206 9,611 10,997 11,716 11,987 12,259 12,489 12,499 12,510 12,520 12,530 12,540

（２） 127 142 202 278 326 374 420 448 472 548 617 624

ア 127 142 202 278 326 374 420 448 472 548 617 624

26 26 26 26 26 26 26 26 26 26

イ

３ (E)

1 (F) 5,022 6,202 10,285 7,772 8,177 8,646 5,838 5,979 6,713 22,986 7,100 7,296

（１） 3,900 3,900 7,900 5,100 5,100 5,100 3,200 3,200 3,200 19,600 3,200 3,200

（２） 23 152 323 610 1,015 1,484 1,608 1,749 2,483 2,356 2,870 3,066

（３）

（４）

（５） 719 1,855 1,767 1,767 1,767 1,767 1,030 1,030 1,030 1,030 1,030 1,030

（６） 380 295 295 295 295 295

（７）

２ (G) 5,022 6,202 10,285 7,772 8,177 8,646 5,838 5,979 6,713 22,986 7,100 7,296

（１） 5,022 6,202 9,992 7,192 7,192 7,192 4,233 4,233 4,233 4,233 4,233 4,233

（２） (H) 293 580 985 1,454 1,605 1,746 2,480 18,753 2,867 3,063

（３）

（４）

（５）

３ (I)

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

令和12年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引

令和11年度

(A)-(D)

本年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度令和10年度



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和12年度令和11年度本年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度令和10年度

(J)

(K)

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 5,314 5,487 5,615 5,851 6,002 6,152 6,227 6,227 6,227 6,227 6,227 6,227

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 40,900 44,800 52,407 56,927 61,043 64,690 66,286 67,740 68,460 69,308 69,641 69,779

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

26,305 29,170 29,857 30,416 30,584 30,754 30,955 30,993 31,028 31,114 31,193 31,210

636 720 720 720 720 720 720 720 720 720 720 720

25,669 28,450 29,137 29,696 29,864 30,034 30,235 30,273 30,308 30,394 30,473 30,490

23 152 323 610 1,015 1,484 1,608 1,749 2,483 2,356 2,870 3,066

23 152 323 610 1,015 1,484 1,608 1,749 2,483 2,356 2,870 3,066
26,328 29,322 30,180 31,026 31,599 32,238 32,563 32,742 33,511 33,470 34,063 34,276

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度令和10年度令和11年度令和12年度

収 益 的 収 支 分

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

本年度 令和4年度

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 100 100 99 98 97 96 96 96 94 67 93 93

赤 字 比 率 （ ×100 ）

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

　特定地域生活排水処理事業は平成27年度より開始
した事業のため、対策が必要な老朽化施設はありま
せん。

2. 老朽化の状況

全体総括

　特定地域生活排水処理事業は公共下水道事業の計
画区域外における生活排水対策として平成27年度よ
り開始した事業です。ここ数年、合併処理浄化槽の
設置基数が少ない状況が続いているが設置に関する
潜在的なニーズがまだあることから、住民が希望す
るタイミングで設置できるよう６年目以降も浄化槽
の設置業務を継続し、使用料収入の増加を目指しま
す。
　また令和2年度に中長期的な経営の基本計画であ
る「経営戦略」を策定予定です。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　④企業債残高対事業規模比率は平成30年度と比較
して改善していますが、類似団体平均値(以下、平
均値)より高いです。

　⑤経費回収率は平成30年度と比較して改善してい
ますが、平均値より低いです。

　上記④及び⑤が平均値より悪い要因は、合併処理
浄化槽の設置基数の実績が当初の想定より少ないこ
とがあげられます。

また、上記④及び⑤が平成30年度と比較して改善し
た要因は、合併処理浄化槽の管理基数が増加したこ
とに伴い使用料収入が増加したことがあげられま
す。

  ⑥汚水処理原価は平成27年度には浄化槽の人槽に
応じて想定水量で計上しましたが、浄化槽の人槽に
より定額で浄化槽使用料を徴収しており実水量の把
握が困難なことから、平成28年度以降は水量を不明
として計上しています。

2. 老朽化の状況について

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 該当数値なし 0.08 - 3,300 151 33.73 4.48

84.98 2,189.68 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法非適用 下水道事業 特定地域生活排水処理 K3 非設置 186,079

経営比較分析表（令和元年度決算）
大阪府　和泉市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 - - - - -

平均値 - - - - -

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

3,000.00

3,500.00

4,000.00

4,500.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 4,213.48 706.65 953.54 801.56 769.67

平均値 392.19 413.50 407.42 386.46 421.25

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.66 9.82 14.66 15.04 16.68

平均値 57.03 55.84 57.08 55.85 53.23

0.00

1,000.00

2,000.00

3,000.00

4,000.00

5,000.00

6,000.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 5,655.00 - - - -

平均値 283.73 287.57 286.86 287.91 283.30

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 - - - - -

平均値 58.25 61.55 57.22 54.93 55.96

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

平均値 68.15 67.49 67.29 65.57 60.12

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【307.23】

【79.51】【58.71】【272.98】【59.98】

【-】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし




